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水道の基盤強化等について

岩手県環境生活部県民くらしの安全課

資料４
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国土交通省：令和８年度全国水道主管課⾧会議資料より

○ 《モノ》全国の水道は、98.3％（R６年度）の高い普及率に達する一方、高度経済成⾧に整備された施設が老朽化し、

中⾧期な視点で計画的な更新などの対応が求められている中、年間２万件を超える漏水・破損事故が発生している。

○ 《カネ》全国の水道事業の需要水量は、人口減少等に伴い減少し続け、2050年（R32年）頃にピークの68％程度に減少す

る見込み。原則、水道料金で運営される水道事業は、人口減少に伴い料金収入が減少し、経営状況が厳しくなる。

○ 《ヒト》水道事業に携わる職員数は、ピークと比べて３割以上減少。

【《モノ》全国の水道の普及率と投資額】

総務省HP：水道事業及び下水道事業の現状と課題

１ 水道を取り巻く状況

【《カネ》国の将来の水道事業の需要水量】 【《ヒト》全国の水道事業の職員数の推移等】

国土交通省：令和８年度全国水道主管課⾧会議資料より

2



○ 《モノ》本県の法定耐用年数を超えた水道管路の割合は21.3％（R5年度時点）まで上昇。更新率は0.59％と低迷。

○ 《カネ》事業体において水道料金の改定など経営努力が進められているが、人口減少による水需要の減少や人件費・

物価高騰等により総収支は減少傾向（累積欠損金は増加傾向）。

○ 《ヒト》職員の体制について、技術職員が０～１名の事業体が13事業体（※R2調査）、技術職員の年代は約７割が40

歳以上であり、今後、更に減少する見込み。

日本水道協会：水道統計、県市町村課：いわての市町村地方公営企業の状況

【《モノ》県の管路経年化率の推移】 【《ヒト》県内水道技術職員の年代別年代別割合】

令和５年度水道統計調査から集計

２ 岩手県の水道を取り巻く状況

【《カネ》県の水道料金と収支】

県内の水道事業者へ行ったヒアリング（R7）への回答
…“料金改定だけでの経営改善は困難”、“技術職員の応募がない”→ 経営面及び人員面に不安を抱える事業者多数

約７割が
40代以上

※上水道：家庭用/月20m3使用平均料金

※上水道

経年化率：増
更新率：低

水道料金：増
総収支：減
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【市町村の皆様へ協力をお願いしたいこと】
県では「新いわて水道ビジョン」及び「岩手県水道広域化推

進プラン」がいずれも令和10年度で計画期間を迎えるため、令
和８年度から３か年で次期計画の策定を行いますので、市町村
におかれては、県主催の各種検討会に積極的に参加願います。

（主なテーマ）
・ 各事業体における経営状況等を踏まえた水道事業の現状
と将来的な課題の共有
・ 広域連携も含めた各事業体における水道事業の基盤強化
に向けた各種取組の検討 など

３ 県内の水道基盤強化の推進に向けてお願いしたいこと

水道広域化推進プラン
(計画期間:令和５年度～10年度)

・ 水道基盤強化計画に先立ち、広
域連携の推進方針や当面の取組内
容を記載。
・ 最終的に水道基盤強化計画に引
き継がれることを想定。

新いわて水道ビジョン
(計画期間:令和元年度～10年度）

50～100年先も視野に入れ、水道事業
が目指すべき方向等を定めた、基本的な
ビジョン。

水道基盤強化計画
(計画期間:令和11年度～○年度）
広域連携も含めた水道の基盤強化の推
進方針や具体的取組を示す。

水道広域化推進プラン

次期水道ビジョン
(計画期間:令和11年度～○年度）

50～100年先も視野に入れ、水道事業
が目指すべき方向等を定めた、基本的な
ビジョン。

(広域連携施策以外の)
基盤強化施策の具体化

【県の計画策定イメージ】

見直し
・引継

《現行》 《R11～》

R8～
策定作業

○ 国では各水道事業者に対し、将来に渡り、安全な水の安定供給を維持していくため、水道の基盤強化（事業統合や経営の一
体化等の広域連携、ダウンサイジング、集約型・分散型のベストミックスによる施設の最適化など）に努めるよう求めている。

○ 本県でも水道を取り巻く厳しい現状や国の施策・動向等を踏まえ、県内の水道の基盤強化の取組を一層推進する必要がある。

…
(基盤強化施策のうち)
広域連携施策の具体化
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ILC（国際リニアコライダー）推進に関する連絡事項 県市町村連携推進会議

令 和 ８ 年 ７ 月 2 9 日

岩 手 県 Ｉ Ｌ Ｃ 推 進 局

CEPC（中国）

ILC（日本）

FCC-ee（欧州）

令和８年度の県の取組世界のヒッグスファクトリー計画

市町村への依頼事項

資料５
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ILCを取り巻く現状

➢ 欧州素粒子物理戦略2026が更新（５月）⇒ＦＣＣ－ｅｅが次期旗艦プロジェクトに

➢ 米国はFCC-eeにシフト
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欧州のFCC計画が進展している中、ILCに対する世界的な議論をリードし、国内の議論を加速させること、
１日も早い日本政府の前向きな判断を後押しするための国民的な機運醸成を図ることが必要である。

➢

➢

➢

令和８年度の県の主な取組

➢ 中国のCEPCは５か年計画への位置づけならず

➢ 国内では超党派国会議員連盟が再始動

➢

➢

➢
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ILC全体のタイムラインと国際情勢
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世界のヒッグスファクトリー計画

ILC（国際リニアコライダー）

FCC-ee（将来円形衝突型加速器）

CEPC（円形大型衝突加速器）
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欧州素粒子物理戦略2026の概要

FCC-ee実現に向けた課題

要 旨
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令和８年度における県の取組内容

１ ＩＬＣ実現に向けた国民的な機運醸成事業

２ 加速器関連産業の振興(いわて加速器関連産業研究会)

(1) 首都圏シンポジウムの開催

(2) メディアへの展開
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犯罪被害者等支援シンボルマーク「ギュっとちゃん」
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